
児童養護施設等の社会的養護の課題

に関する:検討委員会

第 2回議事次第  |

平成 23年 2月 15日 (火)i
18:00～ 20:30

厚生労働省 専用第 12会議室 (12階 )

1.開会

2.議題
(1)社会的養護に係る児童福祉施設最低基準の当面の見直し案
について    ―         ′    :

(2)社会的養護の充実のたあに早急に実施する事項について

(3)社会的養護の課題と将来像について
´ 1       1

(4)里親委託ガイドライン案について          、

3.閉会     .|
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社会的養護に係る児
=福
祉施設最低基準の当面の見直し案の構要 資料1-1

社会的養護に係る児童福祉施設最低基準につぃて、新たな予算措置を伴わずに行える次めような当面の見直しを行う
1.職員配置基準の見直し案

つ

乳児院 児童養護施設 児
設

害
施障赫

緒
期
情
短

児童自立支援
施設

母子生活支援
施設

 ヽ    讐雀嬌肇
いながら、最低基準に明

顧奮を調撃な
い〒接処遇

口看護師・児童指
導員‐保育士の
1歳児 1.7:1
2歳児2:1
3歳以上児4:1
による配置

・定員 10人以上
20人以下の乳児
院における保育士
の 1人加算

・乳児を入所さ
せる場合の看護
師の配置 (乳児
1. 7: 1)

・ 定員 45人 以
下の施設におけ
る児童指導員又
は保育士の 1人
加算

,母子指導員の20世
帯未満 1人、20世
帯以上2人の配置
・少年指導員の20世
帯未満 1人、20世
帯以上2人の配置

・保育所に準ずる設
備のある場合の保
育士の配置3o:1
(最低1人 )② 措置費で加算対象と

喜『豪遭峯二蟹爵冒だ|タ

l嚇 指

:黎

｀

※ 23年度中は経過
措置を設ける

・家庭支援専門相
談員の配置

・個別対応職員あ
配置 (定員2o人
以下を除く)

口家庭支援専門
相談員の配置

・｀個別対応職員
の配置

"家庭支援専門
相談員の配置

1個別対応職員
の配置

・家庭支援専門
相談員の配置

・個別対応職員
の配置

※措置費で個別対
応職員が加算対象
となっているが、
配置実績は約4割
にとどまる

③ 措置費で加算対象と

議員喜::重豊房変凍濠雫
で、最低基準で義務設置
化

・心理療法担当職
員の配置
(心理療法が必要
と認められる親子

農ユ倉岩す場ど芦 |

・心理療法担当
職員の配置
(心理療法が必
要と認められる
児童 lo人以上
に心理療法を行
う場合)

・心理療法担当
職員の配置
〈
'い

理療法が必
要と認められる
児童 lo人以上
に心理療法を行
う場合) .

口心理療法担当職
員の配置
(心理療法が'必要
と認められる母子
10人以上に心理
療法を行う場合)

1
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2。 施設設備基準の兄菫レ案

苺■生活支援施設
の母子室

乳児院
の寝室、養育専用室

児童養護施設、    |
情緒障害児短期治療施設
児童自立支援施設
自立援助ホニム
の居室

1人 3.3面 以上

■ 1室 30ポ以上

※ 母子室に台所が96%、 浴室が
53%、 便所が79%設置されて
いる実態 (平成20年度施設整備
実態調査)を踏まえ、また、母子
2人・3人が全体の9割であるこ
‐とから、最低居住面積水準IFおい

て母子2人 =3人の場合 (3～ 5
歳児1人又は2人 )のときの住戸
専用面積が30耐であることを参
考に、基準を設定9

※ 母子2人・ 3人が全体の9割で

あることから、母子室の中に調響
設備t浴室及び便所が含まれるこ
とを明示:(母子室外における調
理場t浴室及び便所の義務的設置
は取 り止める。)  .

※施設整備費補助の母子
=面
積は、

36. 3ぽ/世帯   |

1人 1.65ぶ 以上
32.47請 以上

※ 3～ 5歳児も入所できる
ため、最低居住面積水準に

おける「就寝・学習等」の

3～も歳 (0.5人分)の
面積を参考に、基準を設定。

※ 施設整備費補助の寝
=画積は、 3. 3耐

1人 3.3ぶ以上
→4.95消 以上
(ただし、児童養護施設に

おける乳幼児のみの居室は

1人 3.3 nf以上 )

※ 最低居住面積水準における

「就寝・学習等」の 10歳以
上 (1人分)の面積を参考に、
基準を設定1

※ 児童養護施設における最近

め施設整備 (建築年度が平成
16年度以降)においては、7
歳以上の居室で4.95ぽ 未
満が10%であるのに対し、
6γ 6歳の居室で4.95ぶ
未満が47%であることから、
未就学児のみの居室について

は3: 3ぷ とする:

※:施設整備費補助の居室面積

は、児童養護施設9.0ポ

①居室面積の下限の
引き上げ

二最近の施設整備の実

態を踏まえつつ、住生

活基本法の最低居住面

積水準を参考に、基準

を見直す。

・見直し後の基準は、

今後新設、増築又は全

童改築される居室に適

用



児童養護施設
情緒障害児
短期治療施設

② 居室定員の上
限の引下げ

・最近の施設整備の
実態を踏まえつう、
基準を見直す。

・見直し後の基準は、
今後新設、増設又
は全面改築される
居室に適用

15人以下

→4人以下

(ただし、未就学児
のみの居室は1室6
人以下)

※ 堀童養護施設にお

翻 恭肇篇露
年度以降)において
は、9～ 6歳の居室
で4人以下のものは
53%、 6ヽ人以下のも
のは81%であること
を踏まえt未就学児
のらの居室について
は6人以下とする。

5人以下

→ 4人以下

15人以下

→4人以下

③ 設備基準  :
・家庭支援専門相談
員の配置等に伴い、
相談室の設置を追
加

鱈繁事
の設置を 相談室の設置を追加

鼎
現在

|

相談室の設置を
追加

相談室の設置を
追加



ヽ

ё各施設の養育、生活指導等の理念的規定について、近年の運営理念に沿うよう、表現を見直す。

現行最低基準改正案のイメτジ

第二十七条 乳児院は、乳
児 (保健上、安定した生
活環境の確保:その他の理

由により特に必要のある

場 合 に は 、幼 児 を含

む。)を入院させて、こ
れを養育し、あわせて退

院した者について相談そ

の他の援助を行うことを

目的とする施設とする。

漢燿]軍詈墨ぎ
埜しL轟 |三ム|キる基は、血

.署

撃倉奮警詈急[看Ь秘:8食襟寒ζ馨猥

の予防処置を含むものとする。

[肇を鶴
ものでなければならない6
2 ‐養育の内容|よ、撃L幼児の年齢及び発達

じ行う感染症等の予防処置を含むものと
する。

第二十八条 母子'生活
=援施設は、配偶者のない女

子又はこれに準ずる事情
にある女子及びその者の

監護すべき児童を入所さ
せて、これらの者を保護

するとともに、これらの

者の自立の促進のために

その生活を支援し、あわ
せて退所した者について

相談その他の援助を行う
ことを目・的とする施設と

する。 i

養育に関する相談及7式動言を行う等の支援
により、その自立の促進を目的とし、かつ

、その私生活を尊重して行わなければなら
ない。           |

第士筆発葉
隠
電子生活支援施設における生

|こ応じ、就労、家庭生活及び児童の養育

|に関する相談ヽ助言及び指導並びに関係
構 閣 ルの 連 絡 錮 絶 を行 |う 等 の 支 援 に よ り

、その自立の促進を目的とし、かつ、そ
の私生活を尊重して行わなければならな
い 。                        |

母
子
生
活
支
援
施
設



改正案のイメニジ 現行最低基準 (参考)法律の規定
(春薄 )

(生活指導
家庭環境の調整 )

換
い

上 行わなけ
Ⅲばならない:

孔
児青春蔵施設における学習及な職業に閣する

儒 暑轟嬌露雛
(隼活指襲 家庭環境の調整)

養い、児童の自立を支欄するご

第四十五条

は、勤労の基礎的な翻

ニ

第四十一条 児童養護
施設は、保護者のな
い児童 (乳児を除く
ただし、安定した生
活環境の確保その他
の理由により特に必
要のある場合には、
乳児を含む。以下こ
の 条 に お い て 同
じ。).、 虐待されて
いる児童その他環境
上養護を要する児童
を入所させて、これ
を養護し、あわせて
退所した者に対する
相談その他の自立の
ための援助を行うこ
とを目的とする施設
とする。



ヽ

改正案のィメージ 現行最低基準 (参考)法律の規定

情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設

(心理療法、生活指導及び家庭環境の調整)

第七十六条 情緒障害児短期治療施設における
心理療法及び生活指導は、児童の社会的適応
能力の回復を図り、見童が1当該情緒障害児
短期治療施設を退所した後t健全な社会生清
を営むことができるようにすることを目的と
して行わなければならない。

2 情緒障害児短期治療施設における家庭環境
の調啓は、児童の保護者に児童の状態及び能

力を説明するとともにt児童の家庭の状況に
応じ、親子関係の再構築等が図られるように

行わなければならない。

(心理療法、生活指導及び家庭環境の調整)

第七十六条 情緒障害児短期治療施設における
心理療法及び生活指導は、昇童の社会的適応

能力の回復を図り、児童が、当該情緒障害児
短期治療施設を退所した後、健金な社会生活

を営むことができるように行わなければなら

ない。

2 情緒障害児短期治療施設の長は、前項の日
的を達成するため、児童の保護者に児童の性

質及び能力を説明するとともに、児童の家庭
の状況に応じ、その家庭環境の調黎を行わな
ければならない。

第四十三条の三  情
緒障害児短期治療施
設は、軽度の,情緒陣
害を有する児童をt
短期FHn、 入所させ:
又は保護者の下から
通わせて、その情緒
障害を治し、あわせ
て退所した者につい

て相談その他の援助
を行うことを目的と
する施設とする。 、

児
童
自
立
支
援
施
設 行わなければならない:

1葬醤犠嶽畿濯覇遂評婚

(生活指導、
躙
導、職業指導ヽ学科指導及び家庭環境

亀昴覇犠匡畿濯穎解師婚
庭環境の調整に
四十五条の規定

３
っ
を

第四十四条  児童自
‐立支援施設は、不良

行為をなし、又はな
すおそれのある児童

及び家庭環境その他
の環境上の理由によ

り生活指導等を要す

る児童を入所させ、
又は保護者の下から

通わせて、日々の児
童の状況に応じて必

要な指導を行い、そ
の自立を支援し、あ

ゎせて違所した者に
ついて相談その他の

援助を行うことを目
的とする施設とする(



4。 その他

①乳児院の規定中の表記の整理
口「乳児」→「乳幼児」

②母子生活支援施設の母子指導員の名称変更
・「母子指導員」→「母子支援員」

③母子生活支援施設の「授産場」の規定の削除 (現在は、設置されていないため)

④母子生活支援施設の関係機関との連携規定の見直し           :
,「必要に応じ」が係らない連携先た、学校t児童相談所を規定
・「必要に応じ」が係る連携先に、児童家庭支援センター、婦人相談所を規定

⑤施設職旱の任用資格における大学等め課程あ記述に「社会福証学」を明記   、
二児童養護施設の児童指導員   ‐  |  ‐                1
・児童自立支援施設の児童自立支援専門員

⑥児童自立支援施設の長の資格要件の緩和
,「児童福祉事業:こ従事した期間」に、本庁児童担当課等の職員期間が含まれることを明確化



社会的養護に係る児童福祉施設最低基準の当面の見直し案(改正案のイメTジ ) 資料1-2
‐ ::ロ ー ′一 A― ｀卜 ~

型■腕、昴0早ノI  改正案のイメージ 現行

(設備の基準)                
‐

獅 選暫讚ll設瀑霙藷″不撃告飛霜糖留記完号を子す
人奉満を入T,

ち 晶 雪 雫
、診察
雫
、病室(F魯く室:相談室,調晉手

、浴
干千
び
雫
所

=屈嚢墨房薔纏ぽ鷺針景
=炎
に:喜         競士軍超2三i:

電勇義季
:許等尋十人杏満を今Tさ

せる乳児院め
弔備?拳
準は、次のとおリ

ー 乳幼児の養育に専用の室及び相談室を設けること。       |

■習壁鋳計溜黎ヨ翌輩題乳餓醍脱ピ1タ
メ■トル挙

(職員)       ′         ´

事二十一条 :乳児院 (コ .幼岬十人未満を入所させる乳克院を除く。)に Iよ、小

理業務の つては調 かないことができる。

台議顎署炭壁巴鐘誇鍔計■華亘巫亜平要函平力〒人未

:(亭L児院の設備の基準)      :     ‐

1裏占委月暫菅贅踏 査
満を入所さ言る乳尋院を除くよ)の議備の

■ 炉堰詮爵
察
〒
、診琴室、病寧、ほゃ

く
:菫
(甲理室、浴室及び便所を

1己輩琵裂望畢吾署3厨
積は そヽれぞれ手LttT人につ

青
―口六五平方

乱 季ぜ計
星
す今脊専

を
ぅ
所さ
す
る
予
児
町
の設備?基準

は、次の|

― 到.県の養育に専用の室を設けること。        |

■野〔聖壁鍾監脇 蒼:二「
陶レ以上
|ヒ
乳

野壁尋L条 乳児院(ヨ.県十人未満を入所させる乳児院を除く。)には、
小児科の診療に相当の経験を有する医師又は嘱託医、看護師、栄養

美子柵 曇ξζ零1    告麿氷基習貯 奮
の蜘 を
雫

看護師の数は、
七人未満である

旦看護師はt保育士又は児童指導員(児車め生活指導を行う暑をしtう。

醤   揃 誘錮 よおおき塾百11瞥写]



(乳児院 (その2))

改正案のイメ‐ジ 現行

第二十二条 乳幼児十人未満を入所.させる乳児院には、嘱託医t看
護師、家庭支援専門相談員及び調理員又はこれに代わるべき者を
置かなければならない。 |          '
2 看護師の数は、七人以上とする。ただし:その一人を除き、保
育士又は児童指導員をもつてこれに代えることができる。

(養育)    . :
第二十三条

'手
L児院における養育は、乳幼児の心身及び社会性の

健全な華達を促進し、その人格の形成に資することとなるもので
なければならない。                |
2 養育の内容は、乳幼児の年齢及び発達の段階に応じて必要な授
乳、食事、排泄、沐浴、入浴、外気浴、睡眠、遊び及び運動のほ
か、健康状態の把握t第十二条第一項に規定する健康診断及び必
要に応じ行う感染症等の予防処置を含むものとする。

・

(乳児の観察)               一
第二十四条 乳児院 (乳幼児十人未満を入所させる乳児院を除く。
)においては、乳児が入所した日から、医師又は嘱託医が適当と
認めた期間、これを観察室に入室させ、その心身の状況を観察し
なければならない。|       ｀

(自立支援計画の策定)
第二十四条の二 乳児院の長は、第二十三条第一項の目的を達成す

島皐撃葛臭τttPTЯ響登讐曇埋子讐蒐お称撃暑撃薬墨否憲8崎
ばならない。        .         ‐   ‐

(保護者等との連絡)      :
第二十五条 乳児院の長は、乳幼児の保護者及び必要に応じ当該ユ
幼児を取り扱つた法第十二条の三第二項第四号に規定する児童福

撞忌」瞥丁 :「五五重称曇讐たぢ::.し秀続児憲素量ふ尋規霞億言
ない。                 :

第二十二条 乳児十人未満を入所させる乳児院には、嘱託医、看護
師及び調理員文はこれに代わるべき者を置かなければならない。

2 看護師の数は、七人以上とする。ただし、その一人を除き、保
育士又は児童指導員をもつてこれに代えることができる。

i

(養育の内容) ,.      :
第二十二条 手L児院における養育は、ヨ.県の健全な発宣を促進し、
その人格の形成に資することとなるものでなければならない。

2 養育の内容|よ、精神発達の観察及び指導、毎日定時に行う授乳

L盆二五量量子警摯三彙塗二絵言裟登ザ詈罹普参醤嚢警縁醤i暑
じ行う感染症等の予防処置を含むものとする。

(乳児の観察)
第二十四条 乳児院 岨.県十人未満を入所させる乳児院を除く。

':においては、乳児が入所した日から、医師又は嘱託医が適当と認
めた期間、これを観察室に入室させ、その心身の状況を観察しな
ければならない。           4

(自立支援計画の策定)
第二十四条の二 乳早院の長は、第二+三条第=項の目的を達成す
るため、入所中の個々の享L児について、ヨ.婦やその家庭の状況等、
を勘案して、その自立を支援するための計画を策定しなければな
らない。                '    |    .

(保護者等との連絡)   .         I   :
第■十五条 乳児院の長は、乳児の保護者及び必要に応じ当該剛.県
を取り扱つた法第十二条の三第二項第四号に規定する児童福祉司
(以下『児童福祉司」という。)又は児童委員と常に密接な連絡
をとり、ヨ.県の養育につき、その協力を求めなければならない。|



ヽ
　

　

　

　

一

母子生活支援施設 (第4章 )

改正案のイメージ 現行

(設備の基準)
第二十六条 母子生活支援施設の設備の基準は、次のとおりとする。
― 母子室、集会、学習等を行う室及び相談室を設けること。

二 母子室ははこれに調理設備ヽ浴室及び便所を設けるものとし
、一世帯につき下室以上とすること。
三 母子室の面積は、三十平方メー トル以上であること。

四 乳幼児を入所させる母子生活支援施設には、付近にある保育
所又は児童厚生施設カミ利用できない等必要があるときは、保育
.所に準ずる設備を設けること。
五 到.幼儡三十人未満を入所させる母子生活支援施設には、静養
室を、副.動県三十人以上を入所させる母子生活支援施設には、
医務室及び静養室を設けること。   .      :

(職員)

第■十七条 母子生活支援施設には、母子支援員 (母子生活支援施
設において母子の生活支援を行う者をいう。以下同じ。)、 嘱託
医、少年を指導する職員及び調理員又はこれに代わるべき者を置
かなければならない。 ‐

2止 理疵法左往i必要ゴム五上認められる母キ十人以上に心理療

(設備の基準)
第二十六条 母子生活支援施設の設備の基準は、次のとおりとする。
一 母子室、集会、学習等を行う室ヽ調理場:浴室及び使所を設
けること。ただし、付近に公衆浴場等があるときは、浴室を設
けないことができる。
二 母子室は、■世帯につき下室以上とすること。

三 母子室の面積は、おおむね一人にうき三・三平方メ■ トル以
上であること。1

四 乳児又は幼児を入所させる母子生活支援施設にはt付近にあ
る保育所又は児童厚生施設が利用できない等必要があるときは

、保育所に準ずる設備を設けること。
五 軍L児又は幼児三十人未満を入所させる母子生活支援施設には
、静養室を、乳児又は幼児三十人以上を入所させる母子生活支
援施設には、医務室及び静養室を設けることし

(職員)                 ヽ

第二十七条 母子生活支援施設には、母子指導員 (母子生活支援施
設 l尋おいて:母子の生活指導を行う者をいう。以下同じ。)、 嘱
託医、少年を指導する職員及び調理員又はこれに代わるべき者を
置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する施護
にあつては、調理員を置かないことができる_

法を行う場合には、心理療法担当職員を置かなければならない

3 心理療法担当職員は1学校教育法の規定による大学の学部で
心理学を専修する学科若 しくはこれらに相当する課程を修めて率

び集団心理療法の技術を有するもの又
はこれと同等以上の能力を有すると認められる童壺なければなら
ない。  ′

上 量三二土世盤以上を入所させる母子生活支援施設の母子支援員
及び少年を指導する職員の数は、それぞれ二人以上とする^



(母子生活支援施設 (その2))

改正案のイメージ 現行

(母子支援員の資格):
第■十八条 母子支援員は、次の各号のいずれかに該当する者でな
ければならない。     |
― 地方厚生局長又は地方厚生支局長 (以下「地方厚生局長等」
という。)の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その
他の養成施設を卒業した者
二 保育士の資格を有する者
三 社会福祉士の資格を有する者
四 学校教育法 (昭和二十二年法律第二十六号)の規定による高
等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、向法第九十条第二
項の繰定により大学べの入学を認められた者若しくは通常の課
程にょる十二年の学校教育を修了した者 (通常の課程以外の課

費覇轟単異奎懸智義1禽華機整房墓箱I暑与言言皇菫しに署壕
あつて、二年以上児童福祉事業に従事したもめ | |

(生活支援)

の状況に応じ、就労、家庭生活及び児童の養育に関する相談二堕
言及び指導並びに関係機関との連絡調撃を行う等の支援により、
その自車の促進を目的とし、かつ、

｀
その私生活を尊重して行わな

ければならない1               1

(自立支援計画の策定)
第二十九条の二 母子生活支援施設の長はt前条の目的を達成する

勧́藁tttT専 8督皇2塁薫写:担五ぁ罫番暮桑鍵否履8崎瀑意言
ない。

(母子指導員の資格)    .
第二十八条 母子指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でな
ければならない。
一 地方厚生局長又は地方厚生支局長 (以下「地方厚生局長等J
という6)の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その
他の養成施設を卒業した者
二 保育士の資格を有する者
二 社会福祉士の資格を有する者
四 学校教育法 (昭和二十二年法律第二十六号)の規定による高
等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十条第二
項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課

種|:ま :古尻置霜雪撃警薫裏宴署と穆亨」電薯2蓄憲I絆貧覆
文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者で
あつて、二年以上児童福祉事業に従事したもの

(生活指導)
第二十九条 母子生活支援施設における生活指導は、個々の母子の
家庭生活及び稼働の状況に応じ、就労、家庭生活及び児童の養育
に関する相談及び勁三を行う等の支援により、

|その自立の促進を
目的とし、かつ、その私生活を尊重して行わな1すればならない。

(自立支援計画の策定)             :、
第二十九条の二 母子生活支援施設の長は、前条の目的を達成する
ため、入所中の個々の母子について、母子やその家庭の状況等を
勘案して、その自立を支援するための計画を策定しなければなら
ない:         |       '



(母子生活支援施設 (その3))

改正案のイメージ 現 行

(保育所に準ず る設備 )

第二十条 第二十六条第四号の規定により、母子生活支援施設に

(授産場の運営 )

第二十条 母子生活支援施設に授産場を設けるときは_二の運営L
つき労働基準法 (昭和二十二年法律第四十九号)の精神を連守 し
なければならない。

(関係機関との連携)
第二十条の二 母子生活支援施設の長は、福祉事務所、母子自立支
援員、児童家庭支援センター、母子福祉団体及び公共職業安定所
並びに必要に応じ児童の通学する学校=児童相談所等関係機関と
密接に連携して、母子の保護及び生活の支援に当たらなければな
`らない。  1                    '

(準用する規定)
笙三t-4,第二土大条第四晏の規定によ上二:母子生活支援施設に

保育所に準ずる設備を設けると

…

所に関する規定 (第二
+三条第二月 を除 く^)券 塗用する ^
2 保育所に準ずる設備の保育士の数は、乳幼児おおむね三十人に
つき一人以上とするハただしヽ一人を下ることはできない1

(関係機関との連携)
第二十二条 母子生活支援施設の長はt福祉事務所、母子自立支援
員、児童の通学する学稜、児童粕談所t母子福祉自体及び公共職
業安定所並びに必要に応じ児童家庭支援センタニt婦人相談所等
関係機関と密接に連携して、母子の保護及び牛活す儒に当たらな
ければならない。            |

保育所に準ずる設備を設けるときは、保育所に関する規定 (第
三+三条第二頂存除 く^)存 菫用する _



児童養護施設 (第7章 )

改正案のイメニジ 現行

(設備の基準)
第四十■条 児童華護施設の設備の基準は、次のとおりとするも
■ 児童の居室^相談室、調理室、浴室及び便所を設けること。

「
 児童の居室の一室の定員は、これを四人以下とし、その面積

三 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別に
することし               i
四 便所は、男子用と女子用とを別にすることも

翼争塞墨轟晶占糞異圭li今
所
,∵
る児
〒
養護施
弔Fは:甲

務
宇
及び

六 入所している児童の年齢、適性等に応じ学習及び職業に関す
る指導に必要な設備を設けること。

(職員)                |   ‐

第四十二条 昇童養護施設には1児童指導員、嘱託医t保育士 個ヽ

韮藷慧喜ぶ暮胃賢最碁ぜ景予「
ただし、児童四十人以下を入所させる施設にあうては栄養士を、
調理業務の全部を委託する施設にあつては調理員を置かないこと
ができる。

2 心理療法を行う必要があると認められる児童十人以上に心理療

■ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、満三歳に満たない幼
児おおむね■人につき一人以上、1満主歳以上の幼見おおむね四人

|

二 1看誰 師 の 数 は :乳 児 お お 心 ね 一 日七 人 に づ き一 人 以上 とす る」
ただし1-人を下ることはできない1       _

(設備の基準)       .       :
第四十一条 児童養護施設の設備の基準は、次のとおりとする:
T 児童の居室、調理室、浴室及び便所を設けることし,

二 児童の居室の一室の定員は、これを十五人以下とし、その面
積はt一人につき         以上とすること6

三 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別に
すること。
四 便所は、男子用と女子用とを別にすること。
五 :児革三十人以上を入所吉せる児童養護施設には、医務室及び
静養室を設けること。        |
六 入所している児童の年齢、適性等に応じ職業指導に必要な設
.備を設けること。                '

(職員)         .              |
第四十二条 児童養護施設には、1児童指導員、嘱託医t保育士、栄
養士及び調‐理員を置かなければならない。ただし、児童西十人以
下を入所させる施設にあつては栄養

=を
、調理業務の全部を委託

する施設にあつては調理員を置かないことができる:    1‐

2職 菫整導止査立場全二重二豊業指導員を置かなければならない

ユ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、満三歳に満たない幼
児おおむね二人につき=人以

上、満三歳以上の幼児おおむね四人
につき一人以上t少年おおむね六人につき■人以上とする。

6



(児童養護施設(その2))

改正案のイメージ 現行

(児童指導員の資格)           .

電男右滉 フ長ミ
l早導員はt卒の

,号
のいずれかに該

|す
る煮でな

「
襲      電 製 γ 彗

福祉施設の職員を養成
す
る
デ

ζ    警織稗錨

砕轟羮爾警警戴1掛   謄
ly稗ぽ諄馨綱響

甦鍾領愁纂井ξ霧條 |

ノ
1ゝ属轟』議覇鷹呻駄М葬11議馬よ:L炉‐であマて`厚生労甲本臣

(児童指導員の資格)             '

電男高ユ ,長詞
指尋員は、次の各号91ヽず

れヵ
:に
該当する言Fな

校              
福
サゃ計
の職早を
言
成
す
る学

1%〕琲鐸鵡儡織

l薦夢甲畔準導娑
l』響尋累鶏薔型易庁普島』渇毛轟業     を〒́

甦    』選評≒「琴継
`ゝ

!「蔀著鮮菖薦響課堰習l鷺惰誕だfFあアてヽ厚1言働大臣

7



(児童養護施設(その3))・

改正案のイメニジ 現行

て行わなければなければならない。

層庁:諄魔息なを:
い 。

(自立支援計画の策定)   ‐            :

第四千五条の二 児童養護施設の長はt第四十四条の目的を達成す
るため、入所中の個々の児童について:児童やその家庭の状況等
を勘案して、その自立を支援するための計画を策定しなけれ

|ばな
|らない:

彙甚畢妻臭千質墓墓墨確趙 烏 境晟ま抵電司討tあ
うち
|

調整に当たらなければならない。             1

ξ酢讐ま     :祟|〒

第甚皐董葉言肇
甲1藝曇嚢施設の長は、第畠年四条第二績iむ前条

警〒暑8暴健言漬償墓2葛築t仝T軍8督19漫轟写:牲五ぁ罫
画
1策
定しな|すればならない。.′     

‐
       1

1(児童と起居を共にする職員)_       i
第四■六条 児童養護施設め長は、児童指導員及び保育士のうち少
なくとも一人を児童と起居を共にさせなければならなぃ91



情緒障害児短期治療施設 (第 9章の5).

改正案のイメ■ジ 現行 ´

(設備の基準)               .
第七十四条 情緒障害児短期治療施設の設備の基準は、次のとおり
とする。            '
一 児童の居室、医務室、静養室、遊戯室、観察室、心理検査室
、相談室、工作室、調理室、浴室及び便所を設けること。

二 児童の居室の一室の定員は、これを四人以下としtその面積
‐は、一人につき四 口九二平方メー トル以上とすること。

三 男子と女子の居室は、これを別にすること。
四 便所は、男子用と女子用とを別にすること:

(職員)               |
第七十五条 情緒障害児短期治療施設には、医師、心理療法を担当
する職員、児童指導員、保育士、看護師1個別対応職員ヽ 家庭支
浮車門相談目、栄養士及び調理員を置かなければならない。ただ
し、調理業務の全部を委託する施設にあつては、調理員を置かな
いことができる。  .
2 医師は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でな
ければならない。          ・
3 心理療法を担当する職員は、学校教育法の規定による大学の学
部で1心理学を車修する学科着しくはこれらに相当する課程を修
めて卒業した者又は同法の規定による大学の学部で、心理学に関
する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第百二

条第二項の規定により大学院への入学を認められた者であつて、
個人及び集団心理療法の技術を有しtかつt心理療法に関する一
年以上の経験を有するものでなければならない。
4 心理療法を担当する職員の数はtおおむね児童十人につき一人
以上とする。                    

「5 児童指導員及び保育士の総数は、通じておおむね児童五人につ
き一人以上とする。

(設備の基準)

第七十四条 情緒障害児短期治療施設の設備の基準は、次のとおり
とする:      '
一 児童の居室、医務室、静養室、遊戯室、観察室、心理検査室
、相談室、工作室、調理室t浴室及び便所を設けること。
二 児童の居室の一室の定員は、これを五人以下とし、その面積
は、二人につき三 日三平方メニ トル以上とすること。

三 男子と女子の居室は、これを別にすること。
四 便所は、男子用と女子用とを別にすること。

(職員)

第七十五条 情緒障害児短期治療施設にはt医師t心理療法を担当
する職員:児童指導員、保育士、看護師、栄養士及び調理員を置
かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する施設に
あつては調理員を置かないことができるよ      ‐

2 医師は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でな
ければならない。
3 心理療法を担当する職員は、学校教育法の規定による大学の学
部で心理学を修め学士と称することを得る者又は同法の規定によ
る大学の学部で心理学に関する科目の単位を優秀な成績で修得し
たことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への入学
を認められた者であつて1個人及び集団心理療法の技術を有し、
かっ、心理療法に関する一年以上の経験を有するものでなければ
ならない。、

4 心理療法を担当する職員の数は、おおむね児童十人につき=人
以上とする。               [
5 児童指導員及び保育士の総数は、通じておおむね児童五人につ
き一人以上とする。

9



(情緒障害児短期治療施設(その2))  、

改正案|のイメニジ 現行

(心翠療法、生活指導及び家庭環境の調整)
第七十六条 情緒障害見短期治療施設における心理療法及び生活指
導は、児童の社会的適嗜能力の回復を図りt児童が、当該情緒障
害児短期治療施設を退所した後、健全な社会生活を営むことがで
きるようにすることを目的として行わなければならない

`2 情緒障害早短期治療施設における家庭環境め調整は1児童の保
護者に児童の状態及び能力を説明するとともに、i児童の家庭の状
況に応じ、親子関係の再構築等が図られるように行わなければな
らない。      ´

(自立支援計画の策定)

1よよ菖非βぎた層F児編署編留淳魔僣量2暑臓:T貴墨軍署8暴
庭の状況等を勘寒して、その自立を支援するための計画を策定し
なければならない。

(児童と起居を共にする職員)
第七十七条 情緒障害児短期治療施設については、第四十六条の規
定を準用する。

(関係機関との連携)       |
第七十ノ、条 情緒障害児短期治療施設の長は、児童の通学する学校
及び児童相談所並びに必要に応じ児童家庭支援センタ■、児童委

曇ぁf譜雪霊む裏凛 鑑 通こ≦″ヨ

=騨
ti層ヌ

して場

(心理療法、生活指導及び家庭環境の調整)

第七十六条 情緒障害児短期治療施設における,い理療法及び生活指
導は、児童の社会的適応能力の回復を図り、児童が、当該情緒障
害児短期治療施設を退所した後●健全な社会生活を営むことがで
きるように行わなければならない。

往 鶉 1撃雪則 署留 卜韻 諾諭 肇錐 審契 千建まあ
家庭の状況に応じ、その家庭環境の調整を行わなければならない

(自立支援計画の策定)

第七十六条の二 情緒障害児短期治療施設の長は、前条第一項の目
的を達成するため、入所中の個々の児童について、児童やその家
庭の状況等を動案して、その自立を支援するための計画を策定し
なければならない。

(児童と起居を共にする職員)  .         .
第
ま墓聾籠11異警

障害児
〒
期治
零
施設にっい下は、

雪
甲十六条の規

.(関係機関との連携)     .
第七十八条

‐
情緒障害児短期治療施設の長はt児童の通学する学校

及び児童相談所並びに必要|1応じ児童家庭支援センター、児童委
員、保健所、市町村保健センタT等関係機関と密接に連携して児
童の指導及び家庭環境の調整に当たらなければならない。

１

　

　

　

０

１



児童自立支援施設 (第 10章 )

改正案のイメニジ 現行

(設備の基準)

第七十九条 児童自立支援施設の学科指導に関する設備については

瞥著言[曽:言;言i「]テ層「管?肇「繕肇言「「懸露:8言

]fiitF暦|「
F童軍奮妻肇云

(職員)   1              1

亀

武bl漫農璽ま意『翼巽量亀難品三義夏事
援員の総数サ,督

じておお

(設備の基準)   /

確看雪暮R:―だしず移子と女寧滉居室は1ま三肩署|だ香8悸焉

(職員):

4‐ 出議 彎 範 郵 強 幽 璽 雌 鍵 聾 艶 塾 出 幽 盪 壷 迪
二

t選覆亀諸勇蕎撃 電職 テ
援早?貧警,ザ :ておお

11



[|(児童自立支援施設(その2))

改正案のイメニジ 現行

(児革自辛率援施設9琴の章1埜) |
第八十一条

´
児童自立支援施設の長は、次の各号のいずれかに該当

する者であうて、厚生労働省組織規則 (平成十三年厚生労働省令
第二号)第六百二十二条に規定する児車自立支援専rョ員養成所
(以下「養成所」という。)が行う児童自立支援施設の運営に関
し必要な知識を習得させるための研修又はこれに相当する研修を
受けた者でなければならない。          ヽ
一 医師であつてt精神保健に関して学識経験を有する者
二 社会福祉士となる資格を有する者ヽ
三 児童自立支援専門員の職にあつた者等児童自立支援事業に五
年以上 (養成所が行う児童自立

=援
専門員として必要な知識及

び技能を習得させるための講習の課程 (以下「講習課程」とい

う。)を修了した者にあつては、三年以上)従事した者

四 厚生労働大臣又は都道府県知事が前各号に掲げる者1同等以
上の能力を有すると認める者であつて、次に掲げる期間の合計
が五年以上 (養成所が行う講習課程を修了した者にあつては、
三年以上)′であるもの  l          l
イ 児童福祉司となる資格を有する者にあうては、児童福祉事
業
における児童福祉に関する事務を含む。)に従事した期間

口 社会福祉主事となる資格を有する者にあつては、社会福祉
事業に従事 した期間    

´

|′ t鮨悟誕ζ施翼『蟹酬響浴鴇長T誓 |十期Tγ
又,FF掲げ

(児童自立支援施設の長の資格)  
´

犠 駆  鱈ξ華告曽量髯う
(以下「養成所」とぃう。)が行う児童自立支援施設の運営に関
_し必要な知識を習得させるための研修又はこれ1手相当する研修を

受けた者でなければならない。

一 医師であつて、精神保健|1関 して学識経験を有する者
三 社会福祉士となる資格を有する者
三 児童自立支援専門員の職にあつた者等児童自立支援事業に五
年以上 (養成所が行う児童自立支援専門員として必要な知識及
び技能を智得させるための講習の課程 (以下『講習課程」とい

う。)を修了した者にあつては、三年以上)従事した者   |
由 厚生労働大臣又は都道府県知事が前各号に掲げ1る者と同等以
上の能力を有すると認める者であつて、次に掲げる期間の合計
が五年以上 (養成所が行う講習課程を修了した者にあつてはt
三年以上)であるもの            :
イ 児童福祉司となる資格を有する者にあつては、児童福祉事
業に従事した期間

口 社会福祉主事となる資格を有する者にあうては、社会福祉
事業に従事した期間           ‐

ハ 社会福祉施設の職員として勤務した期間 (イ 又は日に掲げ
る期間に該当する期間を除く。)         ‐

12



(児童自立支援施設(その3))

改正案のイメージ

(児童自立支援専門員の資格)

認竃疑肇餌ナ膚請斌 〒門員は、姿の牛?ιすⅢか暗当す
二 履雲纏組二百な雪醤辱讐暑寧:碁

学識警雫を11,者
三
潔筆勢見ち曇晟記峯握翠塾t握馨

由ユ事fttF,量を言事すぅ学

(児童自立支援専門員の資格 )

1:≧ミ■ ナヽ1塀妻『 轟轟履
専門員は
,次
の各号のいずれかに該

|す

:二 駈雲纏組二百を言讐信警暑甲:碁守
識経験奮有する亨三

選野傷晃ふ曇晟記峯握二真t堰署
自車支援専門量を言成する言



(児童自立支援施設(その4))

改正案のイメージ

皇バ畢Ξ案汚責怪最終隻鶴Liま、疾の各■の|1与えかL該当チ乞暑で
なければならない。

三 醤量;i曇誓:量重量詈翼[礎墓:二』   1      ‐

m輩飾糞
及び第四十五条の規定を準用する。         ,

難 儡 蔚翻解
1   幹勝湯 見彗党峯輩議難斐なド帰
ならない。                     ,
第八十六条 削除

第ノ(早電彙
関
負豊着湿L換施設の暴事上昇童9通学菫至書替及び早墓「・

璽妻璽聾撃菖優覆醤:E碁曇蕎蓬嚢モ雫寛基λ藉曇量豪雲量濃翁お罰
整に当たらなければならない。

第ノ絆鷺曽贅壁橿毬療覇墓滉循雪?し )て
'は、
^所
していう早菫(2自喜

講塞馨稗:雪鷲緊鍬臓審淵モ警ザT'

第ノ省薩肇ぎ電晟拶芭響雪聾Liょ、次の各三おし

'す

れかに多当する者で
なければならない。            .

Ξ 曇量寝1:誓:E豊量詈量[鍵事し1喜  |―   |

3 生活指導、皇 二家庭環境の調整につ

科指導を行う場合に限る。)を行わなければならない。

いては1第四十五条の規定を準用する。      ・

菱弄蒔許[墓』金妻購金靡羅
ならない。                    '

第八十六条 削除  :

毬君響詈訴稚鼻銚:[象暑蒙漁
'泉

菫



児童家庭支援センタ■ (第 11章 )

改正案のイメニジ '

現行

右に同じ
(設備の基準 )

第ィヽ十八条の二 児童家庭支援センタ=には相談室を設けなければ
ならない。      ,

(職員)

第八十八条の三 児童家庭支援センターには、法第四十四条の三第
■項に規定する業務 (次条において「支援」という。)を担当す
る職員を置かなければならない。
2 前項の職員は、法第十三条第二項各号のいずれかに該当する者
でなければならない。

(支援を行うに当たつて遵守すべき事項)
第八十八条の四 児童家庭支援センタニにおける支援に当たつては
i[著 i.l膚議事言撃臓F意守?把辱

IF言め
,|||に、雪7を旨

聟閻爾寵壼「賢≧裏費ll彗菫L雪竜襲疵
,「籍翁漠健稽覆看Vレ重合撃駿曇L精量霧論墓T舞号置菫だ1著
は、その他の支援を迅速かつ的確に行うことができるよう円滑に
これを行わなければならない。    1
3 児童家庭支援センタ=におしヽては、その附置されている施設と
の緊密な導携を行うとともに、その支援を円滑に行えるよう必要
な措置を講じなければならない。
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児童自立生活援助事業(自立援助ホニム)(児童福祉法施行規則)

改正案のイメTジ 現行

第二十本条の九 児革自立生活援助事業所の設備の1基準は、次の牛
おりとする。   |
― 入居者の居室その他入居者が日常生活を営む上で必要な設備
及び食堂等入居者が相互に交流を図ることができる設備を設け
ること。                  |
二 入居者の居室の下室の定員は、これをおおむね二人以下とし
、その面積は、一人につき四 L九五平方メー トル以上とするこ

と。             |       _
三 男女の居室を別にすること:
四 第一号に掲げる設備は、職員が入居者に対して適切な援助及
び生活指導を行うことができるものであること。
五 人居者の保健衛生に関する事項及び安全について十分考慮さ
れたものでなければならないこと。

第二十六条の九 児童自立生活援助事業所の設備の基準は、次のと
おヽりとする。        i
― 入居者の居室その他入居者が日常生活を営む上で必要な設備
及び食堂等入居者が相互に交流を図ることができる設備を設け
ること。          |
二 入居者の居室の一室の定員は、これをおおむね二人然下をし
‐ 、その面積は、一人につき三 日三平方メー トル以上とすること

三 男女の居室を別にすること。
四 第一号に掲げる設備は、職員が入居者に対して適切な援助及
び生活指導を行うことができるものであること。       ・
五 入居者の保健衛生に関する事項及び安全について十分考慮さ
れたものでなければならないこと6          .

16



(参考)

総則 (児童福祉施設最低基準 第1章)

L                     現行

(この省令の趣旨)
第一条 児菫福祉法 (昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。)第四十五条 の規定による児童福祉施設の設備及び運営についての最低基準 (以下最低基準という。)は、この省令の定めるところによる。

(最低基準の目的)

積  あ爆尋雷「「1「t呂|ど11下
し
ら鷲尋獣トギ
ー
手殿鯖 毀L彗癬 :r『た事禦警言言:農

(最低基準の向上)        .

とする。   ‐    ´
(最嬌基準と児童福祉施設)              .

雷
四
亀低曇葦握鼈賀肇FI量管署

F「環「葦善暮FI「8贅璽穐荘澤皇1露ま|:F当雀重墓:雀等して、その設備スIキLL暮低十
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(総則 (その2))

現行

(児童福祉施設の構造設備の
二般原則)|      :    

議与るために必要な設備を設けなければならない。  '
雷
五
Ъ童信記混螢憶鷲堪璧鴻強F黒詭P復雪撃突際電詫11讐管潔健衛生及びこれらの者に対する危害防止に十分な考慮を払つて設け
られなければならない:                             ‐   :

(児童福祉施設と非常災害)  1              1回
その花非常災害に必要な設備を設けるとともに、プト常災害に対す第六条 児童福祉施設においては、軽慄消火器等の消火用具、非常

′諦獣聰誇もF朧悪亀褒熙又 薇忘■オl嘘資■甜
ず奮お碁″Lなけ五はならない。 |

(児童福祉施設における職員の一般的要件)   .
第七条 児童福祉施設に入所している者の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、昇童福祉事業に熱意のある者であつて、できる
限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。

第二彙青重警場憂饒罫晟贔飢説藁黙変電翼嘱 二れぞれの施設の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に
努めなければならない。         |
2 児童福祉施設は、職員IF対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。             |

(他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準).は
、必要に応じ当該児童福祉施設の設備及び職菖の一部を併●て設第八条 児童福祉施設は:他の社会福性施設を併せて設置するとき

置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。ただし、入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所してい

る者の保護に直接従事する職員についてはtこの限りでない。                      |

(入所した者を平等に取り扱う原則)        ´
   社会的身分又は入所に要する費用を負担するか否力tlこよっで、差別第九条  児童福祉施設においては、入所している者の国籍、信条、

的取扱いをしてはならない。         「                        ′        _

‐
睫 待等の禁D ~1      

昇
=条
お十各号に追ける暮為その花二該L童の心身に有害ふ影響を第九条の二 児童福祉施設の職員は、入所中の児車に対しt法第二

与える行為をしてはならない。                ' I         ‐

(懲戒に係る権限の濫用禁止) :             

き 盾落暑套簾9を彗腰すJ課話墓編2ξttF史羅1量書な皇:房瑾
第九条の三 .児童福祉施設め長はt入所中の児童に対し法第四十1
は同条第二項 の規定により懲戒に関しその児童の福祉のために″
限を濫用してはならない。 ´`  1           1
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(総則 (その3))

現行
(衛生管理等)

倦惇諏粽会電基I:｀
る煮9使用する設備t食器等又は飲用に供する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必2児童福祉施設は、当該児童福祉施設において感染症が発生し、1又はまん延しないように必要な措置を講ずるょう努めなければならない 。

滸鷲侶徴生弔天協電彎歌乞馨握賢溶[喜T支[霧曇t馨澤h摩な菖屈訳「
施設及び重症心身障害児施設を除くし)においては、一週4児童福祉施設には、必要 備えるとともに、それらの管響を適正に行わなければならない。

(食事)      i

:il,?国等覚墨藉星i≒L争窪墨碁1倉Tま百粘8裏曇是露鬼霰勝勇皇皇庭壼t:尋贅量
:懇霧言塚横「 ,と

きぼ
)「9献圭は、できな暉り、変イ|に富み、人所している者あ健基な

E類及び甲理方法についそ栄養並びに入岳しそ
|ヽ
る者の身体的状況及び嗜好を考慮したもの4調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。

:鍛写翻 喘紹[撃L螺
讐継筐皇藤彙2上し言整壁蜃老璽査言をf投できる。(この場合に語丁:そ丁頂垂藉荘掘轟あミ選『 二月薯1嵩裏31楓圧鱈卜           贄、

又
1ま
二部を行わないことヵ:

[     ければならない。

:讐[1]番留11量り讐菫I菫言彗慧言:i奎::Fl基纏れを壼
o児童樗祉施設の職員あ極議諺酢に当たもをは、特に                          ~ ~‐

｀′リー :‐ Iュ″じ嗅
:入所している者の食事を調理する者につき、綿密な注意奮払わなければならないし

多婁押談所等におけぅ児童の入齢前の健康診断 入所した児童に対す.る入所時の健康診断
児童が通宇する学校における健康診断 定期の健康診断又は臨時の健康診断
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(総lll(その1))

現行

1項につき規程を設けなければならない|          :

第単畠彙        ξ言議員:畠産、収支及び入所している|の処遇の裏挽を明
らかにす
る帳簿を撃備し―下

おかな:すれば
,|な
い。

1等からの苦情に迅速かつ適切に対応する
ため

:奪昌:堰憶鷲l詈稽お晟瞑電曇電議を重蓼質

霊しくは保育の実施に係る都道府県又は市町村

摯雪葉墜L名 の規定|こよる調査にで|る直り

協力しなければならない。

者又はその家族の秘密を漏らしてはならな
い。

その業務上知り得た利用

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす
ことがないよう、

20



参考資料

1。 乳児院
最低基準と措置費における職員配置基準との比較

資料 1-3

職種等
最低基準 措置費基準 配置実績 (21')

(施設数 121
f,01∩ 1ヽヽ乳児10人以上 寧L児 10人未満 寧L児 10人以上 乳児 10人未満

医師 小児科の医師又は嘱託医 嘱託医
定員100人未満嘱託医
定員100人以上医8市 嘱託医 1人 16人 (医師)

着護師、保育士、児

童指導員

撃L児 1.7:1(7人 以上)
(看護師は撃L児 10人で2
人以上、以下 10人毎に 1
人)

7人以上
(琶護師1人以上)

乳児1.7:1
(看護師は定員 10人で2
人以上、以下 10人毎に 1
人)

7人
(看護師 1人以上)

年齢別職員配置
1歳児1.7:1
2歳児2:1
3歳以上児411

2歳児2:1
3歳以上児4:1

加算 (保育士) 定員20人以下 47か所
(定員20人以下)

栄養士 配置 1人 136人

調理員 (等)
配置 (全部委託の場合を除

く)
調理員又はこれに代わる者

定員30人未満4人
以下10人毎に1人 lA

371人
(調理員)

個別対応職員 対象児童8人以上 同左 53人
心理療法担当職員 メ」象児童及び保護者10人

以上 47人
層辱員特日UDD算
(リト働 ) 定員35人以下 同左

88人
(定員35人以下)

家庭支援専門相談員 職員を配置し家庭復帰支援
を実施 同左 123人

塚庭支援専門相談員
(非常勤を更に加配) 定員40人以上 7人
小規模グルァプケア

担当職員
小規模グループケアを設置
している場合

同左 46人

基幹的喘員 研修修了した対象職員を置
いた場合、継付けフ リヽブ 同左

施設長 1人 lA 110人
事務員 定員100人未満 1人

定員100人以上2人 171人



＼

2。 児童養護施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績 (21')
(施設数569(2010_1))

OIn託医 配置 1人

児童指導員、保育主
3未2:1 3歳 以上4:1
少年6:1  1 同左

職業指導員 職業指導を行う場合 同左 52人

乳児加算 (看護師) 乳児 1.7:1
70人

看護師加算 対象児童15人以上

り裾警遭整習冒漢讐十` 定員45人以下 169か所 (定員45人以下)

栄養士 児童41人以上 同左 540人

調理員 (等) 配置 (全部委託の場合を除<) 定員90人未満4人以下30人毎に 1人加算 2.045人 (調理員)

個別対応職員 職員が置かれている場合 558人

心理療法担当職員 対象児童 10人以上 469人

指導員特別加算 (非常勤) 定員35人以下 100か所 (定員35人以下)

家庭支援専門相談員 罷雫年岬
し辱庭復リラ支

琴
を
下 564人

小規模グループケア担当職員 増ヽ規模グルーフケアを設置して
いる場合

403人

基幹的職員 蕩87落棺琴フラワ早7早
いた

施設長
1人。定員30人未満の場合は
児童指導員が兼務

549人

事務員
員
員
定
定
50人未満1人
50人以上2人 791人

2



3.情緒障害児短期治療施設

職種等 最低基準 措置費基準 蠅 実績(21') 下

(施設数32(2o.lo.1))
医師 配置 (精神科又は小児科) 1人 17人
心理療法を担当する職員 10:1

同左 148人
児童指導員t保育士 5:1

同左

蕎護師 配置 1人 29人
栄登士

調理員 (等)

配置 定員41人以上 27人

配置 (全部委託の場合を除<) 4人 86人 (調理員)
個別対応職員

家庭支援専門相談員

職員が置かれてしヽる場合 30人
職員奮配置し家庭復帰支援を実
施 29人

小規模グループヶァ担当職員

基幹的職員

施設長

事務員

J｀規模グループケアを設置して
いる場合 8人

研修修了した対象職員を置いた
い 付けアップ

1人 31人

42人1人



ヽ

4。 児童自立支援施設

措置費基準
配置実績(21')

(施設数58(20.10。12職種等 最低基準

嘱託医2人 10人 (医師)
医師 哺託医及び精神科医 (嘔託可)

同左児童自立支援専F3員

児童生活支援員
5:1

7人
職業指導員 職業指導を行う場合 同左

同左
39人

栄餐主 児童41人以上

定員90人未満4人
以下30人毎に1人

164人 (調理員)
調理員 (等) 配置 (全部委託の場合を除<)

職員が置かれている場合 37人
個別対応職員

対象児童 10人以上 20人
心理療法担当職員

職員を配置し家庭復帰支援を実

施       :
39人

家庭支援専門相談員

小規模グループケアを設置して

しヽる場合
1人 ´

小規模グループケア担当職曇

基幹的職員
研修修 了したヌ啄 回界乞直いに

場合t格付けアップ

1人 58人
施設長

160人
事務員

定員150人未満1人
定員150人以上2人

4



5。 母子生活支援施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績(21:)

り 設数27o(20.10.1))
嘱託医 配置 1人 24人 (医師)

母子指導員 配置
20世帯未満 1人
20世帯以上2人 595人

少年指導員 (兼事務員) 配置
20世帯未満1人
20世帯以上2人

保育士 保育所に準する設備のある場合
30:1(最低1人 ) 201人

調理員 (等) 調埋員又はこれに代わる者
聾 託の場合を除<) 1人 53人 (調理員)

保育機能強化加算 継続して5名以上の児童、専用
の保育室等

個別対応職員
職員が置かれている場合 117人

心理療法担当職員 対象母又は児童10人以上 49人
特別生活指導費加算
_(非常勤母子指導員) 対象児童4人以上 103人
定員40世帯以上の母子指覇
又は少年指導員力0算 (非常勤) 定員4o世帯以上 18か所 (定員40世帯以上)
基幹的職員 研修修了した対象職員を置いた

場合、格付けアップ

施設長
1人 252人

5



(、

6`自立援助ホ‐ム

職種等 運営基準 措置費基準
`配置実績

(か所数59(21年度))

指導員

入所者6人以下の場合は指導員
3人以上 (2人を除き、補助員

にできる).

6人を超えた場合は、3:1の
害」含で指導員を増加 (合計-1
人を除き、補助員にできる)

入所者7人未満2人
入所者7入以上3人と臥 以降
3人増える毎に1人を加算

191人
(H20.12.1)

※全国自立援助ホーム連絡協議会調べ

補助員 1人

7.フアミリアホーム

職種等 運営基準 措置費基準
配置実績 (21・ )

(か所数53(22.2.1))

指導員 餐育者3人以上 (1人を除き、
補助員にできる)_

1人

補助員 2人

6



「個別対応職員」及び「心理療法担当職員」の支給要件について 参考資料

個別対応職員

児童養護施設、撃L児院及び児童自立支援施設における虐待を受けた子ども等に対する適切な援助体制の確保について (平成 18年 6月 27日雇児発第0627∞2
号厚生労働省雇用均等 ,児童家庭局長通知)抜粋

母子生活支援施設における夫等からの暴力を受けた母子及び被虐待児等に対する適切な処遇体制の確保にういて (平成 13年 8月 2日雇児発第508号厚生労働
省雇用均等・児童家庭局長通知).抜粋

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」通知の施行について (平成11年厚4月 30日児発第416号生省児童家庭局長通矢口)抜粋
第1 暫定定員及び保護単価の設定にらぃて
2 事務費の保護単価の設定について
(7)児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設及び坦童自立支援施設の個別対応職員加算分保護単価は、児童指導員及び保育十が交付要綱の職種別職員定数表に掲げられている定数並びに児童養護施設にあってはさらに前記 (2)の乳児、 1・ 2歳児及び年少児の定数を満たし、かつ、それ以H′ ,41「 r島′上 輌 をきルニ:,h■ ,1⌒ ‐■.‐L,゛ 、′_1 , 、 一 ,一 一     ― ―  ―

ものであること。

虐待を受けた子ども等に心理療法を行う職員を配置しようとする者はt都道府県知事、指定都市の市長及び児童相談所設置市あ市長 (以下「都道府県知華等」ら ヽ べ 帝 ム ス 輛 F_Httl… 選 魔 旧 雄 ^rL艶 ■ _を ,、 広 ,_L`^― ― ― ・‐ ‐ 一 一 ・
ヽ一 ― 一― ―

 …いう。)が定める期間内に都道府県等へ申請を行い、次により都道府県知事等が各年度ごとに指定するものとするご

大学の学部で心理学を修め学十と称することを得るものであって個人及び集団心理療法の技術を有するもめ又はこれと同程度と認め

第3 心理療法を担当する職員
心理療法を担当する職員は、
られるものとする。

この事業を実施しようとする者は、都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長 (以下「都道府県知事等Jという。)が定める期間内に都道府県知事等べ事業実施の申請を行し―ヽ、次により都道府県知事等が各年度ごとに指定するものとする。

爾 眈 蠅 批 爾 mfiff請餓 甲 が 響 輪 癬 絣 雰 tt見墓忙獄 T意蜜を推奨するなどに配慮すること。
第3 心理療法を担当する職員

する野 は

7



参

１

考資料 居室面積・定員の分布

図1:1人当たり寝室面積の分布 (n=228)
31%

2:5～3.3ポ    i3～ 4.95ぶ     4.95～ 6.6ポ    6.6～ 8.25ポ 8.25-9:9ポ

資料1■4

(資料)平成20年度施設設備実態調査

9.9ポ～

【居室面積】            1
○寝室 (定員10人未満の施設では養育専用室。以下同じ。)の面積の最低基準は、現在、乳児1人につき1.
02.5甫/人未満の寝室は2o%、 建築年度が平成16年度以降の棟で2.5ぷ/人未満の寝室は14%
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図2:1人当たり寝室面積の分布(建築年度が平成16年度以降)(n=21)
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【居室定員】(平L児院)
○ 寝室等の定員についての基準はない。..、 ■
〇 なお、9～ 10人の定員の寝室等が最もス なうておりt 建築年度が平成16年度以降の棟で見ても同様。

図3:寝室定員の分布 (n=228)
(資料)平成20年度施設設備実態調査
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図4:寝室定員の分布 (1建築年度が平成16年度以降)(n=21)
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【居室面積】               ‐         1
0居室の面積の最低基準は、現在t児童1人につき3.3ぷ以上
04f95ポ /人未満の居室:は 29%、 建築年度が平成16年度以降の棟で4. 95ぼ/人未満の居室は13%

図5:1人当たり居室面積の分布 (n=7425) (資料)平成20年度施設設備実態調査
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図6:1人当たり居室面積の分布 (建築年度が平成16年度以降)(n=1lo9)
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【居室面積】(児童養護施設)
0建 築年度が平成16年度以降の棟のうち、0～ 6歳の居室で4.95nf/人未満のものは47%、 0～ 6歳と7歳以上混合の居室で4.
95nf/人未満のものは47%、 7歳以上の居室で4.95話/人未満のものは10%となつている

`_

ヽ

図7:1人当たり居 )(0～ 6歳)(n=60) (資料)平成20年度施設設備実態調査
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図8:1人当たり居室面積の分布(建築年度が平成16年度以降)(0～ 6歳と7歳以上混合)(n=38)
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図9:1人当たり居室面積の分布(建築年度が平成16年度以降)(7歳以上)(h=937)
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【居室定員】(児童養護施設) .
○ 居室の定員の最低基準は、現在、15人以下
04人 以下の居室は86%t建築年度が平成16年度以降の棟で4人以下の居室は96%

図10:居室定員の分布 (n=7425)
35%

30%

25%

20%

15%

10°/.

5%

0°/.

1人 2人 3人 4人 5人

図11:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(n=1109)
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(資料)平成20年度施設設備実態調査

9人以上

{174室 )

9人以上
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図12:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(0～ 6歳)(n■ 60)
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図13:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(0～ 6歳とフ歳以上混合)(n=38)
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図14:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(7歳以上)(n=937)
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【居室定員】(児童養護施設)

○ 建築年度が平成16年度以降の棟のうち、Oん 6歳の居室で4人以下のものは53%、 o～ 6歳と7歳以上混合の

居室で4入以下のものは92%、 7歳以上の居室で4人以下のものは98%
(資料)平成20年度施設設備実態調査

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人以上



図15:1人当たり居室面積の分布 (n■ 350)

4.95-6.6nf 6.6-8。 25mr

人当たり居室面積の分布(建築年度が平成16年度以降)(n=lo7)
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(資料)平成20年度施設設備実態調査
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【居室面積】
○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童1人につき3.3ボ以上04.01耐 /人未満の居室は8%、 建築年度が平成16年度以降の棟で4. 95ぶ/人未満の居室は0%

4。 95´v6.6n″ 6.6-8.25口r 8.25-9.9nr 9.lnfん



【居室定員】(情緒障害児短期治療施設)〉
o居室の定員の最低基準は、現在、5人以下 ,

99%、 建築年度が平成16年度以降の棟で4人以下の居室は100%04人以下の居室は1

ヽ

図17:居室定員の分布 (n=350)
(資料)平成20年度施設設備実態調査
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図18:居室定員の分布 (建築年度が平成16年度以降)(n=107)
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【居室面積】
○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童1人につき3.3ぶ以上04.95ぶ/人未満の居室は28%、 建築年度が平成16年度以降の練で41 95耐/人未満の居室は5%

図1911人当たり居室面積の分布 (n=566)
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図20:1本当たり居室面積の分布(建築年度が平成16年度以降)(n‐ 123)
800/ ■―――∵__――――二_____一一二        '力 n′

(資料)平成20年度施設設備実態調査
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【居室定員】(児童自立支援施設〉

0居 室の定員の最低基準は、現在、15人以下V″ロー▼′～―V″………・―V一―▽           「人以下の居
1室は98%04入 以下の居室は82%、 建築年度が平成16年度以降の棟で4

ヽ

図21:居室定員の分布 (n=560) (資料)平成20年度施設設備実態調査
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図22:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(n〒 123)
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【居室面積】
○ 母子室の面積の最低基準は、現在、概ね1人につき0.3市以上01室 当たりの居室面積が30ぷ未満は58%、 建築年度が平成16年度以降の棟で30r未満は11%

図
観
:居室面積の分布 (ハ=4504) (資料)平成20年度施設設備実態調査

図24:居室面積の分布 (建築年度が平成16年度以降)(n=435)
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【居室定員】(母子生活支援施設〉

0母 子室の定員についての定めはない。
   t建築年農ぶ平成16年度以降の棟で見そも同様0なお、3人の定員の居室が最も多くなうており

ヽ

図25:居室定員の分布 (h=1504)
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図26:居室定員の分布(建築年度が平成16年度以降)(n=176)

(資料)平成20年度施設設備実態調査
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職員配茸及び居室面積基準の改正経緯等

②予算上の措置における直接処遇職員の定数改定の経緯

参考資料

資料1-5

1.職員配置基準の改正経緯

①最低基準における直接処遇職員の定数改定の経緯

S37 S39 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S51 S54
乳児院  ‐
(10人以上)

(看護師)
2.5:1

S55 S62

2:1 1.7:1

腫
議
般

3歳未満 5:1
3:1 2:13歳以上

少年
1011 9:1

9:1

8:1
7:1 6:1 5.5:1 5:1 4:1

6:1

8:1 7.5:1 7:1
情緒障害児短期
治療施設 10:1

611

811 ■
‥
、７

　

・

6:1 5:1

児童自立支援
施設 8:1 7:1

5:1

1



８
１
一
　
，こ
・

21‐最低基準における居室面積(1人当たり)の改正経縛

S23 S36 H10

乳児院 1.65ぶ

313甫
児童養護施設 2.47ぷ

情緒障害児短期治療施設 2.47甫 3.3ぷ

児童自立支援施設 2.47ぷ 3.3ぷ

母子生活支援施設 2.47ぶ 3.3ぷ

あ入所施設である養護考人ホ‐ム、身体障害者更隼

乱:i籠霧彦考鷲チ董1選瑾翼墓鍋里尭皇IFぉぃ毛
は9.9ぶ/人以上となつている:             イ



各福祉施設の居室面積

居室面積 (ぷ/人 )

(1室9.91以上)

母子生活支援施設 1世帯 1室以上

乳児室 1.65以上
ほら、く室 313以上
保育室・遊戯室
1.98以上

屋外遊戯場3.3以上

15人以下
情緒障害児短期治療施設

児童自立支援施設 15人以下
自立援助ホーム 概ね2人以下

家庭的保育事業
9,9以上(3人までも3
人を超える場合は1人
につき
=3ボ
追加).

〈障害児施設〉

第‐種自開症児施設
4.27以上
(病院の規定適用)

第二種自開症児施設 15人以下
知的障害児通園施設 指導室 2.・ 47以上 10人以下
盲ろうあ児施設 15人以下

肢体不自由児施設
4127以上
(病院の規定適用 )

4.27以上
(病院の規定適用 )

:定員の最低基準の現状

施設 居室面積(ポ/人 ) 居室定員

障害者支援施設. 9.9以上 4人以下

福祉ホーム 9.9以上 原則 1人

居室面積(ぷ/人 )

養護老人ホーム

特別養護老人ホーム 10.65以上

ユニット型特養 13.2以上を標準

軽費老人ホーム 14.85以上

介護老人保健施設

ユニット型老健 13.2以上を標準

生活保護施認
施設 居室面積(雨ノ人) 居室定員

救護施設 3.3以上 原則4人

更生施設 3.3以上 原則4人

宿所提供施設 3.3以上 1世帯1室

居室面積(ぽ/人 )



参考資料

○住生活基本計画における「居住面積水準」

住生活基本計画における居住面積水準 資料1-6

(注 2)世帝人数が4天を通更落瘍杏|ま
「
g愧透藤舎乳箸

○子育て世帯の唐住面積水準達成状況

0%

人に満たない場合は、2人とする

(平成20年 )
20%          40%

【 】内は13～ 5歳児が1名いる場合

100%60% 80%

大都市圏

概要 算定式

§ 詳
爾

整す人数男りの面積 (例 )(単位:ぶ )

単身 2人 3人 4人
最低居
住面積
水準 業摯圏晟壕種勤躙棚酬彙 3歳未満

0。 25人
3歳以上
6歳未満
0.5人
6歳以上
10歳未満
0.75人

25 30
【30】
40
【35】
50
【45】

議耐燐
寵聾li担曽拳

①
②
ポ

40 55
【55】
75
【65】
95
【85】

曜菫唐き森の
一　
翡
鋪

55 75
【75】
100
【87.5】
125
【112.5】∫濤12孟ζ,聾塁う撃壼本撃の換算だより、L帯人数が2

(注ζ)「子育て世帯」とは、「よ計を皇に支三讐』「岸営靱       [キ薔警柳 看暑を



〇「最低居住面積水準」の例

○「誘導居住面積水準 (都市型)」 の例

機能スペース(ぷ ) 動線空間
(ぷ )

最小
～最大

補正前
計 (内法)
(nf)

専用面積(壁芯)

居住
人数

正
ト
補
ぷ
嚇
傑

採用値
(nf)就寝 `

学習等
食事「
団らん

調理 排泄 入浴 洗濯
出入
等
収納

小計

1人 5.0 2.5 2.7 1.8 2.3 019 1.3 2.0 18.5
3.3
～4.3
21.8
～22.8
23.8
～24.9

25

24.3 418
～6.0
29.1
～30.3
31.4
～32.7 302人 10.0 2.5 2.7 1.8 2.3 0.‐ 9 1.3 2.8

31.4
6.7
～8.0
38.1
～39.4
40.8
～42.2

40
3人 ( 15.0 )3.1 3.2 1.8 2.3 0.9 1.5 3.6

1人当たりの面積 (a) 子どもの年齢 世帯人数換算率(b) 耳ども分の面積(axb)

5,0

0～ 2歳 0.25 1.25

3～ 5歳 0.5 2.5

6～ 9歳 0.75 3.75

10歳～ 1.0 5.0

動線空間
(ぶ )

最小
_～最大

補正前
計 (内法)
(nf)

専用面積(壁芯)

居住
人数

壁芯補正
後(nf)

採用値
(ぽ )就寝ロ

学習等
食事ロ

団らん
調理 排泄 入浴 洗濯

出入
等
収納

小計

29`8 7.0
～ 10.0
36.8
～39.8
39.7
～43.0 401人 8.1 7.8 3.1 210 2.5 1.11 2.5 2.フ

2人 16.2 10.0 3.1 2.0 2.5 1.1 3.0 3.9 41.8
10.5
～ 15。 1

52.3
～56.9
56.0
～ 60。
9
55

5.1 54.5
14.3
～20.6
68.8
～75.1
73.6
～80.4

75
3人く 24.3 )12.2 3.8 2.0 2.5 1.1 3.5

1人当たりの面積(a) 子どもの年齢 世帯人数換算率(b) 7ども分の面積(axb)

8.1

0～ 2重 0.25 2.025

3～ 5歳 0.5 4.05

6～ 9歳 0,75 6.075

10歳～ 1.0 8:1



社会的養護の充実のために早急に実施する事項について
資料 2

1.実施要綱の改正 (平成23年 4月から実施予定)

①定員要■の弾力化 一二 ・児童養護 :    「原貝16人J→「原則6人～8人」.         `       ・情短、堀童自車 : 「原貝151ご

=|「
lil:貪 I:メtl                   ‐・乳児院:     「原貞14人

②グループ数要件の緩和一― 「1施設2グループまで。た
詰 i(J5年

以上
雫押
、研修受
今
等9琴イ牛により1都道

「
暴1貝
11施設に曝り、3_グル

ニプまで指定

■  ■野脚:  T愧琲響階
③管理宿直守呻員の配置の琴件緩和 ニー 3か所以上の小規模グループケアを行う施設を対象に追加
④毎年度指率9否要花 

‐
  都道府県知事等が毎年度指走する方番かゃ、一度指定を受ければ良い方式に哉あt事務を簡桑化

(2)地域小規模児童養護施設の推進   :             :
Q設置要件の弾カイビ等  1 既洋定員に追カロして設け、本体施設の入所率909/・以上という要件の廃上     :
9毎年度指定の本琴化 二一 部道府県知事等が毎年農指定すゃ方式から、下産指定を受|チ五|ず良tヽ方式に哉め:事務を缶素化

(3)児童家庭支援センタ下にょる里親等支援       ′`

9児車家庭支援センターによる里親等支援の位置づけ                              :

-1-



:     ′

:                                                 .          :

. :::|:営

:|1禁:』宴1lζ京|ざ|:11:|1峯 :』 |: :| 16申
立
警
筋ホ
|ム
の1置費9定員払し)丁T 雪肝 書菫雇ま巣二

施設と、同様に、定員に基づく計算方■に改める。

07ア ミリーホτ
l?暫
設省半午申
の定員払

1義菖ァを罫賢31:
場合がある|とか,

ふ申血 二期間鳳墓:施裏退単後半二政商 」通ま 運皐 証
.

o平成19年度から実施し3年を経過。運用改善として、保証暉
期FH5(現在は保証開始後原則尋長 o年)の延長を惨討。

2.里親委託ガイドラインの策定、
'里

親運営要領の改正 (4月実施予定)

○里親優先の原則、実親との関係、薪年児里親、親族黒糧の取扱い1措置延長、
マッアング、里親支援など    

｀

3::最低基準の当面の改正 (3月に案を駆りまとめ≒後、省令改正手綺き)   |
0新たな予算措置を要しない範囲で,当面の見直し                         ■‐

4.暮施畿種別の渾普指針の策定:卑豊養諄Ⅲ設のケア標準 (養育標準)の策定
(平成2,午庫守2 :

○施設の蓮童の費の高上を面るため、籠諄類型ごとにt違善指針を策定するとともに1克豊養護
施設あケア|`拳育)の標準を作啓

‐0その上で、第二者評価ゃ、職員研修9充実|こも活用tていく。      |
:       |   `    ‐ .2‐  ‐
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